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◆ 医療DX推進に向けた改定内容と

　　支援一時金の見直しについて

◆ リハビリテーションに係る医療・介護・

　　障害福祉サービス連携の推進
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　2024年度の診療報酬改定では、医療DX
を推進するための多くの関連内容が盛り
込まれました。医療 DX を推進する背景に
は、医療分野におけるデジタル化の遅れが
大きく影響しています。この遅れを解消す
るため、2022 年に「医療 DX 令和ビジョン
2030」という施策が発表されました。

「医療 DX 令和ビジョン 2030」は医療現場
の DX を推進するため、具体的な施策とし
て次の三つの柱を掲げています。

「①全国医療情報プラットフォームの構築」
では、まず、オンライン資格確認等システム
の拡充が進められており2023年4月より
義務化されました。さらに 2024 年度中に
電子処方箋の普及に努めるとともに、「電子
カルテ情報共有サービス」を構築し、情報の
共有範囲を拡大することを目指していま
す。

「②電子カルテ情報の標準化等」で は、
2024年度中に標準型電子カルテの開発を
開始し、遅くとも 2030 年には必要な患者
の医療情報を共有するため、概ねすべての
医療機関において電子カルテ情報の標準化

（データ形式の統一）を実現することを目指
しています。

さらに「③診療報酬改定DX」に関しては、
今回の改定時期の後ろ倒しや共通算定モ
ジュールの整備など、医療機関等のシステ
ムを抜本的に改革し、医療機関等の間接コ
ストを極小化する取り組みが行われます。

　オンライン資格確認等システムの導入が
原則義務化され医療機関の体制も整ったこ
とに伴い、「医療情報・システム基盤整備体
制充実加算」の名称が「医療情報取得加算」
に見直されました。また算定要件に「十分な
情報の取得」が追加されるなど、これまでの
体制整備にかかる評価から、初診時等の診
療情報・薬剤情報の取得・活用にかかる評価
へと評価の在り方が見直されました。施設
基準に大きな変更はありませんが、点数と
しては初診時の点数がそれぞれ1点ずつ減
点〔例：加算1（マイナ保険証を利用しない）
の場合、4 点→ 3 点〕された一方で、再診時
のマイナ保険証の利用時には1点の加算が
新設されました（図表１）。

医療DX推進に向けた改定内容と医療DX推進に向けた改定内容と
支援一時金の見直しについて支援一時金の見直しについて

2024年度の診療報酬改定では、医療情報取得加算や医療DX推進体制整備加算が新
設される等、医療ＤＸの推進に向けた内容が多数盛り込まれました。

そのような中、医療DXの基盤ともなるオンライン資格確認によるマイナ保険証の
利用率は7.73％と低調となっています。

本稿では医療DXの全体像とそれに関連する改定内容、またマイナ保険証利用促進
のための一時金見直しについてご紹介します。

☞医療 DX 令和ビジョン 2030 とは

☞ 2024 年改定でも様々な医療 DX へ
の対応を評価
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図表１　医療情報取得加算の概要

図表２　医療 DX 推進体制整備加算の主な施設基準

医療情報取得加算 （医療情報・システム基盤整備体制充実加算からの名称変更）

初診時
（月1回）

加算１ マイナ保険証を利用しない 3点

加算２ マイナ保険証利用 1点

再診時
（3月に1回）

加算３ マイナ保険証を利用しない 2点

加算４ マイナ保険証利用 1点

出典：  厚生労働省　令和６年度診療報酬改定説明資料等について「０４ 令和６年度診療報酬改定の概要 医療DX
の推進」より抜粋　（図表１、２とも）

医療DX推進体制整備加算の主な施設基準（項目/経過措置等）

１．レセプトオンライン請求を行っている

２．オンライン資格確認を行う体制を有している

３．オンライン資格確認等システムの活用により、医師等が診療
を行う診察室等で、診療情報等を閲覧・活用できる体制を有して
いる

４．電子処方箋を発行する体制を有している 2025年3月31日

５．電子カルテ情報共有サービスを活用できる体制を有している 2025年9月30日

６．マイナ保険証の利用率が一定割合以上である 2024年10月から適用

７．医療DX推進の体制に関する事項及び質の高い診療を実施す
るための十分な情報を取得・活用して診療を行うことについて、
院内の見やすい場所に掲示している

８．上記について、原則、ウェブサイトに掲載している 2025年5月31日
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　また質の高い医療を提供するために医療
DXに対応する体制を確保している場合の
評価として、「医療 DX 推進体制整備加算」
が新設されました。施設基準などの要件を
満たし届出を行った場合には、初診時に月
1 回、8 点が加算されます。施設基準には、
オンライン資格確認により取得した診療情
報・薬剤情報を実際に診療に活用可能な体
制の整備や、電子処方箋及び電子カルテ情
報共有サービスの導入など、様々な医療DX
への対応が求められています。また電子カ
ルテ情報共有サービスなど、現時点では詳
細が不明なものも施設基準に盛り込まれて
いるため、それぞれに経過措置が設けられ
ています（図表２）。
　この医療DX の推進の流れは在宅医療に
も波及しています。例えば、医療DXにより
取得した診療情報等を活用した質の高い在
宅医療を提供した場合、在宅患者訪問診療
料等の加算として「在宅医療 DX 情報活用
加算（月1回・10点）」が新設されました。

　マイナンバーカード 1 枚で保険医療機
関・薬局を受診することで、患者の健康・医
療データに基づいた適切な医療が受けられ
るようになります。このオンライン資格確
認は、医療DXの基盤となります。

　2024 年 5 月のマイナ保険証の利用率は
7.73％と上昇傾向にありますが、依然と
して低調です。都道府県別では、富山県が
12.52％で最も高く、沖縄県が 3.42％で最
も低くなっています（図表4）。

　これを踏まえ、2024 年 6 月 21 日の社会
保障審議会・医療保険部会で、利用促進のた
めの支援見直しが発表されました。具体的
には、利用率に応じた一時金の最大額が病
院では20万円から40万円に、診療所・クリ
ニックでは10万円から20万円に引き上げ
られます。

今年度の診療報酬改定と一時金の見直し等
により、マイナ保険証の利用率の増加につ
ながるのか、今後の動向を注視したいとこ
ろです。

☞マイナ保険証の利用率、依然として
低調傾向
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図表３ オンライン資格確認などの利用状況

出典：　第 179 回社会保障審議会医療保険部会「【資料１】マイナ保険証の利用促進等について」より抜粋
（図表３、４とも）

図表３ オンライン資格確認などの利用状況
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2024 年度の改定では、医療保険のリハビリテーションと障害福祉サービスで
ある自立訓練（機能訓練）の円滑な移行を推進する観点から、医療保険のリハビリ
テーションを提供する病院・診療所が基準該当サービスの提供施設として指定が
可能となったことを踏まえ、病院・診療所が自立訓練（機能訓練）を提供する際の疾
患別リハビリテーション料等に係る要件が見直されました。その主な内容を見て
いきましょう。

☞急性期におけるリハビリテーション、
栄養管理及び口腔管理の取組の推進

☞一体的な取組の効果的な推進とその
質の向上の為の手引書

リハビリテーションに係る医療・介護・リハビリテーションに係る医療・介護・
障害福祉サービス連携の推進障害福祉サービス連携の推進

　急性期医療における ADL が低下しない
ための取組を推進するとともに、リハビリ
テーション、栄養管理及び口腔管理の連携・
推進を図る観点から、土曜日、日曜日及び祝
日に行うリハビリテーションを含むリハビ
リテーション、栄養管理及び口腔管理につ
いて、新たな評価が新設されました。

（新）　リハビリテーション・口腔・栄養連携
　　　体制加算　（1日につき）　120点

　これは、入院した患者全員に対し、入院後
48時間以内にADL、栄養状態及び口腔状態
に関する評価を行い、リハビリテーション、
栄養管理及び口腔管理に係る計画の作成及
び計画に基づく多職種による取組を行う体
制の確保に係る評価を新設するものです。
これに伴い、ＡＤＬ維持向上等体制加算は
廃止されました。

　対象患者は、急性期一般入院基本料、特定
機能病院入院基本料（一般病棟に限る）又は
専門病院入院基本料（７対１入院基本料又
は 10 対１入院基本料に限る）を算定して
いる患者で、リハビリテーション、栄養管理

及び口腔管理に係る計画を作成した日から
起算して14日を限度として所定点数に加
算します（図表１）。

　主な施設基準としては、当該病棟におい
て、専従の常勤理学療法士、常勤作業療法士
又は常勤言語聴覚士が２名以上配置されて
いること（なお１名は専任の従事者でも差
し支えない）、専任の常勤管理栄養士が1名
以上配置されていること、当該保険医療機
関に一定の要件を満たす常勤医師が１名以
上勤務していること等が要件とされていま
す。（図表２） 

　本誌ではこれまで主に医科診療報酬につ
いての記事を記載してきましたが、医療・介
護・障害福祉サービス連携の推進には、医療
機関、介護保険施設との連携が重要となり
ます。
　そこで、本稿では、日本健康・栄養システ
ム学会が、作成した手引書「高齢者の口から
食べる楽しみをいつまでも！！」をご紹介
したいと思います。
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図表１　急性期におけるリハビリテーション、栄養管理及び口腔管理の取組の推進

出典：  厚生労働省　令和６年度診療報酬改定説明資料等について「1 ８ 令和６年度診療報酬改定の概要 個別改
定事項（１）」より抜粋
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　これは、介護保険施設・老人保健施設・通
所事業所・通所リハビリテーション事業所
を対象に行われた厚生労働省の調査研究
事業の一環で、同学会が作成したもので、
2024 年度診療報酬・介護報酬改定の解説
と合わせて、一体的取組の意義について伝
えています（図表２、３）。

　2024 年度介護報酬改定では、リハビリ
テーションマネジメント加算、口腔・栄養ス
クリーニング加算、栄養アセスメント加算
など、リハビリテーション・口腔・栄養に関
わるサービス提供について効果的・効率的
な取組を進めるように新たな加算などが創
設されました。

　同学会は、一体的取組に関する実態調査
とインタビュー調査を通じて得られた課題
の整理と対応策について検討を実施し、そ
の結果を踏まえて、介護保険を利用する施
設や事業所において、より充実した一体的
取組を円滑に進められるように「手引書」を
編集したとのことです。

　本手引きの構成は次の通りです。

① 一体的取組のための体制づくり
② 2024年介護報酬・診療報酬改定による
　 一体的取組の推進(施設ごとに記載)
③ 一体的取組の質の向上を目指して
　 (入所前から在宅への支援別の解説)
　・ 入所・利用前の説明および情報収集
　・ スクリーニング・アセスメント
　・ 三領域の各計画書（原案）の作成
　・ 本人・家族、ケアマネ等への説明
　・ 実施、チェック、モニタリング、評価
④ 在宅支援のための情報連携
⑤ 医療・介護の情報連携
⑥ 介護ロボットやICT等のテクノロジー
　 の活用

⑦ 一体的取組の推進のための研修の
　 あり方
資料：・ 絵で見る一体的取組(フロー )
　　　・ 訪問栄養食事指導推進のための
　　　   訪問サービス事例集
　　　・ 実施計画書様式(記載例あり)　

　手引書では、一体的取組において自立支
援・重症化予防のための効果的な方法は、

「多職種連携による一体的なリハビリテー
ション、栄養管理及び口腔管理を実施する
こと」で、そのためには綿密な計画・実行・評
価・効果判定（PDCA）を組織として行うこ
とが必要となると解説しています。

　リハビリテーション専門職等が管理栄養
士や歯科医師・歯科衛生士と連携する利点
については、栄養管理士と協働してリハビ
リテーション計画に栄養管理を組み込むこ
とで約 9 割の栄養改善が見られたこと、さ
らに、一体的取組により栄養状態の維持・
向上とADLの改善に繋がり、専門職のモチ
ベーション向上にも繋がることも報告され
ています。

　この手引書は、介護保険施設・老人保健施
設・通所事業所・通所リハビリテーション事
業所等の介護保険施設等の従事者に向けて
作成されていますが、診療報酬に関する解
説や多数の事例も紹介されており、これら
の施設等と連携を行っていく医療機関の従
事者にも参考になる内容であると考えま
す。
　手引書は、日本健康・栄養システム学会の
ホームページに掲載されています。

（令和 5 年度研究事業　⇒　研究報告書　
⇒　手引書　をクリック）

日本健康・栄養システム学会 ホームページ
https://www.j-ncm.com/study-report/r5-
rouken-study/



９９

図表２　2024 年度診療報酬・介護報酬改定による一体的取組の推進　イメージ

図表３　一体的取組のフロー

出典：　一般社団法人 日本健康栄養システム学会　リハビリテーション・機能訓練、口腔、栄養の『一体的取組』の
ための手引書「高齢者の口から食べる楽しみをいつまでも ‼」より抜粋　（図表２、３とも）



　今号では、「訪問診療（定期的な訪
問）」のケースを見ていきます。
　訪問診療の主な診療報酬としては、
「在宅患者訪問診療料」と「在宅時／施
設入居時等医学総合管理料」の2つがあり
ます。在宅患者訪問診療料は、その名の
通り、患者の自宅などを医師が訪れて診
療を行った場合に算定されます。
　医学総合管理料は、月1回以上の訪問
診療を提供している患者に対して、在宅
療養計画を作成し、総合的な医学管理を
行った場合に算定されます。

　「在宅患者訪問診療料」ならびに「在宅
時／施設入居時等医学総合管理料」の点数
は、訪問する場所（自宅、有料老人ホーム

など）や訪問人数によって異なるのが特徴
です。例えば、在宅患者訪問診療料の点数
は通常1回888点ですが、同じ建物に住む
患者2人以上に対して、同じ日に訪問診療
を行った場合は患者1人につき213点とな
ります。
　今回（2024年度）の改定では、在宅療
養支援診療所（病院）について、過去3か
月の患者（一部の状態を除く）1人あたり
の訪問診療の回数が平均で12回を超えた
場合の減算規定＊が設けられました。
　訪問診療は、「患者の自宅への訪問診
療」の場合と「施設＊への訪問診療」の場
合で点数が異なります。自宅への訪問の場
合は「在宅時医学総合管理料」、施設への
訪問の場合は「施設入居時等医学総合管理
料」が算定されます。（詳しくは次号で解
説します）。

1010

～医療費の基本としくみを学ぶシリーズ(40) ～～医療費の基本としくみを学ぶシリーズ(40) ～

在宅医療の診療報酬例②在宅医療の診療報酬例②
訪問診療（定期的な訪問）訪問診療（定期的な訪問）

弊社で執筆いたしました｢医療費の仕組みと基本がよ～くわかる本｣（第5版）
（2024年度診療報酬改定に対応した最新版）を、4月に秀和システムから発行しました。
全国の書店などで好評発売中です。ここでは、その内容の一部を抜粋してお届けい
たします。
　今号からは、在宅医療の診療報酬について、事例を交えて解説していきます。
在宅医療は、医師が患者の自宅を緊急で訪問する「往診」と、定期的な診療のために
訪問する「訪問診療」の2種類があります。

☞ 訪問診療の診療報酬は主に 2 つ

☞ 訪問場所や訪問人数によって点数
が異なる

＊ 減算規定：在宅患者訪問診療料（Ⅰ）1 の場合、その直後の直近 1 月に限り、同一患者に 5 回以上訪問診療を実施
　 した際の 5 回目以降の点数が 50％減算。
＊ 施設：養護老人ホーム、軽費老人ホーム、特別養護老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、
　 認知症グループホーム。
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　｢ 医療費の仕組みと基本がよ～くわかる本 ｣
は、社会保障費の中心的な要素である医療費にス

ポットをあてて、図表を使ってわかりやすく医療

費・診療報酬を解説した入門書です。

　患者になったときの診療代はどのようになって

いるのか、患者さんに対し医療機関窓口で職員とし

てどのように対応するのかがわかります！

2024年度診療報酬改定に対応した
最新【第5版】を秀和システムから
発行しました。

好評発売中！

好評発売中！

在宅医療（訪問診療）の診療報酬算定例

　一例として、自宅で療養生活を送る患者
が、在宅療養支援診療所の医師から月1回
訪問診療を受けた場合、診療報酬としては
「在宅患者訪問診療料（1回888点）」と
「在宅時医学総合管理料（2,285点）」が
算定されます。なお、往診とは異なり、再
診料は在宅患者訪問診療料に含まれている
ため算定しません。検査や注射などを行っ

た場合はその費用が別途かかりますが、投
薬料（処方箋料含む）および処置料の一部
などは在宅時医学総合管理料の点数に含ま
れているという扱いです。
　上記と同様の診療所が月1回、有料老人
ホームに居住する患者複数人（10人以上
19人以下）に対し、同一日に訪問診療が
行われた場合、「在宅患者訪問診療料（1
回213点）」と「施設入居時等医学総合管
理料（665点）」が算定されます。

☞ 再診料は、訪問診療料の点数に含まれ
ている

※1  同じ建物に住む他の患者に、同じ日に訪問診療をした場合の点数。
※2  訪問診療を提供している患者が同じ建物に10人以上19人以下いる場合の点数。



1212

ー厚生行政ダイジェストーー厚生行政ダイジェストー

　

　厚生労働省は、サイバー攻撃を受けた場合の事業継続計画（BCP）を策定する上で記載すべき項目をまとめた
確認表を作り、医療団体に6月6日付で通知しました。確認表の項目ごとに解説を加えた手引きとBCPのひな形
も作成し、医療機関に活用を呼び掛けています。
　BCP策定の確認表では、①平時（非常時に備えたサイバーセキュリティーの体制整備）、②検知（システム障害
が見受けられる場合の対応）、③初動対応（サイバー攻撃による被害の拡大防止）、④復旧処理（復旧計画に基づ
く対応）、⑤事後対応（復旧結果の報告を踏まえた再発防止策の検討）－の5つのステップごとに確認すべき項目
をまとめました。
　ステップ①の「平時」では、非常時を想定して院内の情報機器の全体を網羅するネットワーク構成図を作成
し、院内のサーバ・端末・ネットワーク機器の状況を把握できているかを確認します。確認表の手引きでは、サー
バや端末のОS、IPアドレス、脆弱性への対応状況、ウイルス対策ソフトの稼働状況の一覧を整備するよう呼
び掛けています。さらに、非常時を想定したサイバーセキュリティー体制の整備では、サイバー攻撃のリスクを
検知するための情報収集体制を整備できているかどうか、バックアップと復旧の手順を確認できているか等を
チェックします。
　ステップ③のサイバー攻撃を受けた際の「初動対応」では、電源系統・ブレーカー・ハードウェア・ソフトウェ
アなどの原因調査を行えるかどうか、調査を事業者に依頼できる体制になっているかを確認します。また、サイ
バー攻撃の兆候があったらネットワークを遮断するなど、被害の拡大を防ぐための対応が可能かどうかも確認
します。
　ステップ④の「復旧処理」では、経営層からの指示に基づき復旧計画を実施できるかをチェックします。
手引きでは、BCP を策定する際の留意点としてあらかじめリスク分析を行う重要性を強調し、院内だけでなく
事業者やほかの関係者と情報交換を行うなど「リスクコミュニケーション」の実践を呼び掛けました。
また、BCP の定期的な見直しや更新も求めました。

　一方で、サイバー攻撃を想定した事業継続計画（BCP）を策定している病院は5,353施設の3割にも満たない
ことが、厚生労働省の調査結果で明らかになりました。（6月10日、健康・医療・介護情報利活用検討会の「医療等
情報利活用ワーキンググループ」で報告）。
　調査は、2月1日～ 3月8日に医療機関等情報支援システム（G－MIS）のIDが付与されている8,171病院を対
象に実施され、5,353病院から回答を得ました。
　サイバー攻撃などによるシステム障害の発生に備えてBCPを策定している病院は全体の27％で、2023年の
ほぼ同時期の調査から4ポイント上昇しましたが、3割には届きませんでした。病床の規模別では、割合が最も
高い500床以上の病院ですら5割に届きませんでした。
　BCPでの対処手順が適切に機能することを訓練等で確認しているのは策定済みの病院の34％を占めました。
この割合は2023年と同じですが、病床規模別に見ると100床以下で上昇したのに対して、「200 ～ 400床」で
は低下しています。また、サイバーセキュリティー対策として医療情報システム安全管理責任者を配置してい
るのは5,353病院の86％で、2023年から13ポイント上昇しています。

サイバー攻撃を想定したBCP策定の確認表作成、策定割合は未だ低調
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　厚生労働省は6月10日に開催した「医療等情報利活用ワーキンググループ」の会合で、標準規格に対応した
電子カルテ情報共有サービスのモデル事業を2025年1月から順次開始すると発表しました。全国9地域の中
核病院を中心に、連携する周辺の病院・診療所が参画し、同サービスの有用性や機能を検証すると共に課題を
収集していきます。
　モデル事業の中核病院としては、●日本海総合病院（山形県酒田市）●水戸済生会総合病院（水戸市）●千葉
大医学部附属病院（千葉市）●浜松医科大医学部附属病院（静岡県浜松市）●藤田医科大病院（愛知県豊明市）
●三重大医学部附属病院（津市）●南奈良総合医療センター（奈良県大淀町）－の参画が予定されています。
そのほか、北海道では函館地区で、石川県では加賀市のデジタル田園健康特区でモデル事業の調整が進めら
れています。
　医療機関の間で電子カルテ情報を共有・交換可能にする電子カルテ情報共有サービスを巡っては、データ
形式をXMLとPDFに加工して管理することとされていました。厚生労働省は、活用の可能性をより広げるた
めに加工前の電子カルテデータである「HL7 FHIR」（医療情報を連携するための国際的な標準規格）の形式で
も管理可能にすることを提案しました。
また、電子カルテ情報を格納する際にエラーチェックを行う「バリデーション」の運用案も提示し、電子カル
テ情報共有サービスの運用側でバリデーションを行うことから、医療機関側ではベンダ内で行うオフライン
テストと接続検証環境下のテストを必須とし、本番運用時のバリデーションは任意としました。

電子カルテ情報共有サービス、モデル事業2025年1月から開始

　医師の時間外労働の上限規制が4月1日に施行されたのを受けて、厚生労働省は各都道府県に6月19日付の
事務連絡で、大学病院による医師派遣の引き揚げの有無や、救急医療や周産期医療への影響を調査することを
伝えました。調査は、時間外労働の上限規制が施行された後の実態を把握するため各都道府県が行います。
　調査対象は、時間外労働の上限規制が始まるのに先立って2023年10月～ 11月に行った準備状況調査（5回
目）で、派遣医師の引き揚げなどで診療体制の縮小が見込まれると答えた医療機関のほか、●三次救急や二次救
急医療機関（救急告示医療機関）●夜間休日急病診療所や休日急患診療所●分娩を取り扱う病院や診療所●地
域医療の提供体制を維持するために不可欠な医療機関－などで、大学病院の本院は含めません。
　大学病院などによる医師派遣の引き揚げの有無や、救急・周産期医療に従事する医師を削減したり診療時間
を短縮したり、診療体制をおおむね1月～ 5月に縮小したかどうかなどを調査します。診療体制を縮小した医療
機関には、それによって地域の医療提供体制を確保できる見込みがあるかどうかも尋ねます。
　その後の状況をフォローアップするため、2025年1月15日～ 2月14日に2回目の調査を行う予定です。
　また厚生労働省は、時間外労働の上限を特例で緩和する「特定労務管理対象機関」としての指定が新たに必要
になる見込みの医療機関を6月1日時点で把握している場合、病院名を提供するよう都道府県に求めました。
地域の医療提供体制の変化などに伴って都道府県による指定が4月以降、新たに必要になる見込みの医療機関
が実際に出てきているということです。

時間外労働の上限規制、施行後の影響を調査へ
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今月の名言

マネジメントの父と称されるピーター・F・ドラッカーの言葉から、医療経営を
担う経営者や管理者、医療現場の職員の皆さまの日々の活動に役に立つものを取
り上げて発信していきます。

医療経営にも役立つ！医療経営にも役立つ！
今月のドラッカーの名言今月のドラッカーの名言

『やがて妥協が必要になるからこそ、何が受け入れられやす
いかではなく、何が正しいかを考えなければならない。
そもそも、何が正しいかを知らずして、正しい妥協と間違っ
た妥協を見分けることはできない。
その結果間違った妥協をしてしまう。』　
とドラッカーは説きます。

　経営・マネジメントとは意思決定のことです。
意思決定の根本にあるのは、誰が正しいかではなく、何が人
として正しいかということです。
妥協の産物としての意思決定になってはなりません。

解説

“リーダーシップとは
　　　正しい意思決定の事である”

（P.F.ドラッカー著「経営者の条件」（ダイヤモンド社）より）

　最終的に妥協することになったとしても、リーダーはその正当性・正しさというも
のを徹底して熟慮しなければなりません。
　日々の仕事の中で意思決定すること、せざるを得ないことは多いと思います。
経営者にとっても管理職にとっても、毎日が意思決定という状況かもしれません。
そんな状況の時こそ、ドラッカーのこの言葉を思い返して頂きたいと思います。



the  医 療 承 継
診療所など医療機関の事業承継・M&Aなら　
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クリニックの事業承継支援

クリニックに特化した事業承継の支援をしています。一般
企業や病院、介護施設、調剤薬局などを一緒に扱っている
会社もありますが、当社はクリニック専門です。これまで25
年超のコンサルティング業務で培ってきたネットワークを通
じて、最適な候補者とのマッチングを支援します。

クリニックに特化

当社は他のM＆A会社とは違い、クリ
ニックに特化した事業承継（M＆A）を
支援していますので、クリニックの事業
承継に関する情報を豊富に取り扱って
います。

医療機関専門の
コンサルタントが対応

当社は医療経営に精通したコンサル
タントが、アドバイザーとして担当しま
す。事業承継だけでなく、クリニック経
営に関することも含めてワンストップで
相談していただけます。

25年超のコンサルティング実績

当社では、医療機関に特化したコンサ
ルティングだけで25年以上やっていま
す。これまで培ってきたノウハウや知見
が、事業承継、その後のクリニック経営
にもお役に立てると考えています。

医療機関の“後継者問題”でお困りの方へ医療機関の“後継者問題”でお困りの方へ

最適な候補者とのマッチングを支援します最適な候補者とのマッチングを支援します

◆お問い合わせ・ご相談：医療総研株式会社　森田　morita@iryo-soken.co.jp
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